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(57)【要約】
【課題】電力変換効率を向上させるとともに、反射電力
によるマイクロ波発生装置の破損を防止できるマイクロ
波処理装置およびマイクロ波処理方法を提供する。
【解決手段】マイクロコンピュータ７００は、対象物の
本加熱前に、マイクロ波発生部３００を制御することに
より、マイクロ波発生部３００により発生されるマイク
ロ波の周波数を２４００ＭＨｚ～２５００ＭＨｚの全周
波数帯域にかけてスイープするとともに、反射電力検出
装置６００により検出される反射電力と周波数との関係
を記憶する。そして、記憶した反射電力と周波数との関
係から最小の反射電力が示されるときの周波数を本加熱
周波数として抽出する。その後、マイクロコンピュータ
７００は、対象物の本加熱時に、本加熱周波数のマイク
ロ波をマイクロ波発生部３００により発生させ、アンテ
ナＡ１から筐体５０１内に放射させる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
マイクロ波を用いて対象物を処理するマイクロ波処理装置であって、
　マイクロ波を発生するマイクロ波発生手段と、
　前記マイクロ波発生手段により発生されるマイクロ波を対象物に放射する放射部と、
　前記放射部からの反射電力を検出する検出手段と、
　前記マイクロ波発生手段を制御する制御手段とを備え、
　前記制御手段は、対象物の処理前に、前記マイクロ波発生手段によりマイクロ波の周波
数を変化させつつ前記放射部から対象物にマイクロ波を放射させ、前記検出手段により検
出される反射電力が最小または極小となる周波数に基づいて対象物の処理のためのマイク
ロ波の周波数を処理周波数として決定し、対象物の処理時に、前記決定された処理周波数
のマイクロ波を前記マイクロ波発生手段により発生させることを特徴とするマイクロ波処
理装置。
【請求項２】
前記制御手段は、対象物の処理前に、前記検出手段により検出される反射電力が最小また
は極小となる１または複数の周波数を前記処理周波数として決定することを特徴とする請
求項１記載のマイクロ波処理装置。
【請求項３】
前記制御手段は、対象物の処理前に前記放射部から対象物に放射されるマイクロ波の電力
を対象物の処理時に前記放射部から対象物に放射されるマイクロ波の電力よりも小さい値
に設定することを特徴とする請求項１または２記載のマイクロ波処理装置。
【請求項４】
前記マイクロ波発生手段は、放熱手段を含み、
　前記対象物の処理前に前記放射部から対象物に放射されるマイクロ波の電力は、前記放
熱手段が放熱可能なエネルギーよりも低い値に設定されることを特徴とする請求項３記載
のマイクロ波処理装置。
【請求項５】
前記制御手段は、対象物の処理中に、前記マイクロ波発生手段によりマイクロ波の周波数
を変化させつつ前記放射部から対象物にマイクロ波を放射させ、前記検出手段により検出
される反射電力が最小または極小となる周波数に基づいて対象物の処理のためのマイクロ
波の周波数を新たな処理周波数として決定し、前記決定された新たな処理周波数のマイク
ロ波をマイクロ波発生手段により発生させる周波数更新処理を行うことを特徴とする請求
項１～４のいずれかに記載のマイクロ波処理装置。
【請求項６】
前記制御手段は、対象物の処理中に、前記検出手段により検出される反射電力が予め定め
られたしきい値を超えた場合に前記周波数更新処理を行うことを特徴とする請求項５記載
のマイクロ波処理装置。
【請求項７】
前記制御手段は、対象物の処理中に、所定時間が経過するごとに、前記周波数更新処理を
行うことを特徴とする請求項５または６記載のマイクロ波処理装置。
【請求項８】
前記制御手段は、前記周波数更新処理において、直前に決定された処理周波数を含む一定
の範囲で前記マイクロ波発生手段によりマイクロ波の周波数を変化させることを特徴とす
る請求項５～７のいずれかに記載のマイクロ波処理装置。
【請求項９】
前記放射部は複数設けられ、
　前記検出手段は、前記複数の放射部からの反射電力をそれぞれ検出し、
　前記制御手段は、対象物の処理前に、マイクロ波発生手段によりマイクロ波の周波数を
変化させつつ前記複数の放射部から前記対象物にマイクロ波を放射させ、前記検出手段に
より検出される複数の放射部からの反射電力がそれぞれ最小または極小となる周波数に基
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づいて対象物の処理のためのマイクロ波の周波数を処理周波数として決定することを特徴
とする請求項１記載のマイクロ波処理装置。
【請求項１０】
前記対象物の処理は加熱処理であり、
　対象物を加熱のために収容する加熱室をさらに備えたことを特徴とする請求項１～９の
いずれかに記載のマイクロ波処理装置。
【請求項１１】
マイクロ波を用いて対象物を処理するマイクロ波処理方法であって、
　対象物の処理前に、マイクロ波の周波数を変化させつつ放射部から対象物にマイクロ波
を放射するとともに前記放射部からの反射電力を検出するステップと、
　検出される反射電力が最小または極小となる周波数に基づいて対象物の処理のためのマ
イクロ波の周波数を処理周波数として決定するステップと、
　対象物の処理時に、決定された処理周波数のマイクロ波を発生させるステップとを備え
ることを特徴とするマイクロ波処理方法。
【請求項１２】
対象物の処理中に、マイクロ波の周波数を変化させつつ放射部から対象物にマイクロ波を
放射するとともに前記放射部からの反射電力を検出するステップと、
　検出される反射電力が最小または極小となる周波数に基づいて対象物の処理のためのマ
イクロ波の周波数を新たな処理周波数として決定するステップと、
　前記決定された新たな処理周波数のマイクロ波を発生させるステップとをさらに備える
ことを特徴とする請求項１１記載のマイクロ波処理方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、マイクロ波により対象物を処理するマイクロ波処理装置およびマイクロ波処
理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、マイクロ波発生装置として一般的に用いられるマグネトロンに代えて、半導
体素子を用いたマイクロ波発生装置が提案されてきた。半導体素子を用いたマイクロ波発
生装置によれば、小型でかつ安価な構成でマイクロ波の周波数を容易に調整することがで
きる。このように、半導体素子を用いたマイクロ波発生装置を備える高周波加熱装置が特
許文献１に記載されている。
【０００３】
　特許文献１の高周波加熱装置においては、所定の周波数帯域でマイクロ波の周波数が掃
引され、反射電力が最小値を示すときのマイクロ波の周波数が記憶される。そして、記憶
された周波数のマイクロ波が加熱室内のアンテナから放射され、対象物が加熱される。こ
れにより、電力変換効率が向上する。
【特許文献１】特開昭５６－９６４８６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　半導体素子は放熱部材が接触した状態で用いられる。反射電力により半導体素子が発熱
した場合、放熱部材により放熱が行われる。
【０００５】
　しかしながら、マイクロ波の周波数が掃引される際に非常に大きい反射電力が発生する
と、その反射電力により発生する熱が放熱部材の放熱能力を超える場合がある。この場合
、半導体素子が破損するおそれがある。
【０００６】
　本発明の目的は、電力変換効率を向上させるとともに、反射電力によるマイクロ波発生
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装置の破損を防止できるマイクロ波処理装置およびマイクロ波処理方法を提供することで
ある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　（１）第１の発明に係るマイクロ波処理装置は、マイクロ波を用いて対象物を処理する
マイクロ波処理装置であって、マイクロ波を発生するマイクロ波発生手段と、マイクロ波
発生手段により発生されるマイクロ波を対象物に放射する放射部と、放射部からの反射電
力を検出する検出手段と、マイクロ波発生手段を制御する制御手段とを備え、制御手段は
、対象物の処理前に、マイクロ波発生手段によりマイクロ波の周波数を変化させつつ放射
部から対象物にマイクロ波を放射させ、検出手段により検出される反射電力が最小または
極小となる周波数に基づいて対象物の処理のためのマイクロ波の周波数を処理周波数とし
て決定し、対象物の処理時に、決定された処理周波数のマイクロ波をマイクロ波発生手段
により発生させるものである。
【０００８】
　このマイクロ波処理装置においては、対象物の処理前に、マイクロ波発生手段によりマ
イクロ波の周波数が変化されつつ放射部から対象物にマイクロ波が放射される。このとき
、検出手段により検出される放射部からの反射電力が最小または極小となる周波数に基づ
いて、対象物の処理のためのマイクロ波の周波数が処理周波数として決定される。対象物
の処理時に、決定された処理周波数のマイクロ波がマイクロ波発生手段により発生される
。
【０００９】
　このように、放射部からの反射電力が最小または極小となる周波数に基づいて決定され
た処理周波数のマイクロ波が対象物の処理に用いられるので、対象物の処理時に発生する
反射電力が低減される。これにより、マイクロ波処理装置の電力変換効率が向上される。
【００１０】
　また、反射電力に起因してマイクロ波発生手段が発熱する場合でも、その発熱量が低減
される。その結果、反射電力に起因するマイクロ波発生手段の破損および故障が防止され
る。
【００１１】
　（２）制御手段は、対象物の処理前に、検出手段により検出される反射電力が最小また
は極小となる１または複数の周波数を処理周波数として決定してもよい。
【００１２】
　この場合、対象物の処理時に発生する反射電力を十分に低減することができる。これに
より、マイクロ波処理装置の電力変換効率が十分に向上される。
【００１３】
　また、反射電力に起因してマイクロ波発生手段が発熱する場合でも、発熱量が十分に低
減される。その結果、反射電力に起因するマイクロ波発生手段の破損および故障が十分に
防止される。
【００１４】
　（３）制御手段は、対象物の処理前に放射部から対象物に放射されるマイクロ波の電力
を対象物の処理時に放射部から対象物に放射されるマイクロ波の電力よりも小さい値に設
定してもよい。
【００１５】
　この場合、対象部の処理前にマイクロ波の周波数を変化させつつ放射部から対象物に放
射されるマイクロ波の電力が、対象物の処理時に放射されるマイクロ波の電力よりも小さ
いので、対象物の処理前に、対象物が大きな電力を有するマイクロ波により処理されるこ
とを防止できる。それにより、対象物の処理前の電力消費が低減されるとともに、対象物
が不所望の条件で処理されることが防止される。
【００１６】
　（４）マイクロ波発生手段は、放熱手段を含み、対象物の処理前に放射部から対象物に
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放射されるマイクロ波の電力は、放熱手段が放熱可能なエネルギーよりも低い値に設定さ
れてもよい。
【００１７】
　この場合、対象物の処理前に、マイクロ波発生手段によりマイクロ波の周波数を変化さ
せつつ放射部から対象物にマイクロ波を放射する際に、放射部からの反射電力に起因して
発生する熱が放熱手段により十分に放散される。それにより、反射電力に起因するマイク
ロ波発生手段の破損および故障が確実に防止される。また、対象物の処理前の電力消費が
低減される。
【００１８】
　（５）制御手段は、対象物の処理中に、マイクロ波発生手段によりマイクロ波の周波数
を変化させつつ放射部から対象物にマイクロ波を放射させ、検出手段により検出される反
射電力が最小または極小となる周波数に基づいて対象物の処理のためのマイクロ波の周波
数を新たな処理周波数として決定し、決定された新たな処理周波数のマイクロ波をマイク
ロ波発生手段により発生させる周波数更新処理を行ってもよい。
【００１９】
　ここで、対象物の処理中に発生する反射電力は、対象物の処理状態に応じて変化する場
合がある。そこで、対象物の処理中に周波数更新処理が行われることにより、対象物の処
理状態に応じた新たな処理周波数のマイクロ波で対象物の処理が行われる。それにより、
放射部からの反射電力が常時低減される。
【００２０】
　これにより、対象物の処理中におけるマイクロ波処理装置の電力変換効率の低下が防止
される。また、マイクロ波処理手段の破損および故障も防止される。
【００２１】
　（６）制御手段は、対象物の処理中に、検出手段により検出される反射電力が予め定め
られたしきい値を超えた場合に周波数更新処理を行ってもよい。
【００２２】
　この場合、対象物の状態の変化により放射部からの反射電力がしきい値を超えると、周
波数更新処理が行われ、対象物に放射されるマイクロ波の新たな処理周波数が決定される
。そして、決定された新たな処理周波数のマイクロ波が対象物に放射される。それにより
、対象物の状態の変化によるマイクロ波処理装置の電力変換効率の低下が確実に防止され
るとともに、マイクロ波発生手段の破損および故障も確実に防止される。
【００２３】
　（７）制御手段は、対象物の処理中に、所定時間が経過するごとに、周波数更新処理を
行ってもよい。
【００２４】
　この場合、対象物の状態の変化により放射部からの反射電力が上昇する場合でも、所定
時間ごとに周波数更新処理が行われ、対象物に放射されるマイクロ波の新たな処理周波数
が決定される。そして、決定された新たな処理周波数のマイクロ波が対象物に放射される
。それにより、対象物の状態の変化によるマイクロ波処理装置の電力変換効率の低下が確
実に防止されるとともに、マイクロ波発生手段の破損および故障も確実に防止される。
【００２５】
　（８）制御手段は、周波数更新処理において、直前に決定された処理周波数を含む一定
の範囲でマイクロ波発生手段によりマイクロ波の周波数を変化させてもよい。
【００２６】
　この場合、周波数更新処理に必要な時間が短縮される。それにより、周波数更新処理が
処理中の対象物に与える影響を最小限に抑制することができる。
【００２７】
　（９）放射部は複数設けられ、検出手段は、複数の放射部からの反射電力をそれぞれ検
出し、制御手段は、対象物の処理前に、マイクロ波発生手段によりマイクロ波の周波数を
変化させつつ複数の放射部から対象物にマイクロ波を放射させ、検出手段により検出され
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る複数の放射部からの反射電力がそれぞれ最小または極小となる周波数に基づいて対象物
の処理のためのマイクロ波の周波数を処理周波数として決定してもよい。
【００２８】
　この場合、検出手段により検出される複数の放射部からの反射電力がそれぞれ最小また
は極小となる周波数に基づいて、対象物の処理のためのマイクロ波の周波数が処理周波数
として決定される。
【００２９】
　このように、放射部からの反射電力が最小または極小となる周波数に基づいて決定され
た処理周波数のマイクロ波が対象物の処理に用いられるので、対象物の処理時に発生する
反射電力が低減される。これにより、マイクロ波処理装置の電力変換効率が向上される。
【００３０】
　また、反射電力に起因してマイクロ波発生手段が発熱する場合でも、その発熱量が低減
される。その結果、反射電力に起因するマイクロ波発生手段の破損および故障が防止され
る。
【００３１】
　（１０）対象物の処理は加熱処理であってもよく、マイクロ波処理装置は、対象物を加
熱のために収容する加熱室をさらに備えてもよい。
【００３２】
　この場合、加熱室の内部に対象物を収容することにより、対象物の加熱処理を行うこと
ができる。
【００３３】
　（１１）第２の発明に係るマイクロ波処理方法は、マイクロ波を用いて対象物を処理す
るマイクロ波処理方法であって、対象物の処理前に、マイクロ波の周波数を変化させつつ
放射部から対象物にマイクロ波を放射するとともに放射部からの反射電力を検出するステ
ップと、検出される反射電力が最小または極小となる周波数に基づいて対象物の処理のた
めのマイクロ波の周波数を処理周波数として決定するステップと、対象物の処理時に、決
定された処理周波数のマイクロ波を発生させるステップとを備えるものである。
【００３４】
　このマイクロ波処理方法においては、対象物の処理前に、マイクロ波の周波数が変化さ
れつつ放射部から対象物にマイクロ波が放射され、放射部からの反射電力が検出される。
検出される放射部からの反射電力が最小または極小となる周波数に基づいて、対象物の処
理のためのマイクロ波の周波数が、処理周波数として決定される。対象物の処理時に、決
定された処理周波数のマイクロ波が発生される。
【００３５】
　このように、放射部からの反射電力が最小または極小となる周波数に基づいて決定され
た処理周波数のマイクロ波が対象物の処理に用いられるので、対象物の処理時に発生する
反射電力が低減される。これにより、マイクロ波を発生し、対象物を処理するための電力
変換効率が向上される。
【００３６】
　また、反射電力に起因してマイクロ波を発生するマイクロ波発生手段が発熱する場合で
も、その発熱量が低減される。その結果、反射電力に起因するマイクロ波発生手段の破損
および故障が防止される。
【００３７】
　（１２）マイクロ波処理方法は、対象物の処理中に、マイクロ波の周波数を変化させつ
つ放射部から対象物にマイクロ波を放射するとともに放射部からの反射電力を検出するス
テップと、検出される反射電力が最小または極小となる周波数に基づいて対象物の処理の
ためのマイクロ波の周波数を新たな処理周波数として決定するステップと、決定された新
たな処理周波数のマイクロ波を発生させるステップとをさらに備えてもよい。
【００３８】
　ここで、対象物の処理中に発生する反射電力は、対象物の処理状態に応じて変化する場
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合がある。そこで、対象物の処理中にマイクロ波の処理周波数が新たに決定され、新たな
処理周波数のマイクロ波で対象物の処理が行われる。それにより、放射部からの反射電力
が常時低減される。
【００３９】
　これにより、対象物の処理中におけるマイクロ波処理装置の電力変換効率の低下が防止
される。また、マイクロ波処理手段の破損および故障が防止される。
【発明の効果】
【００４０】
　本発明によれば、放射部からの反射電力が最小または極小となる周波数に基づいて決定
された処理周波数のマイクロ波が対象物の処理に用いられるので、対象物の処理時に発生
する反射電力が低減される。これにより、マイクロ波処理装置の電力変換効率が向上され
る。
【００４１】
　また、反射電力に起因してマイクロ波発生手段が発熱する場合でも、その発熱量が低減
される。その結果、反射電力に起因するマイクロ波発生手段の破損および故障が防止され
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４２】
　以下、本発明の一実施の形態に係るマイクロ波処理装置およびマイクロ波処理方法につ
いて説明する。以下の説明では、マイクロ波処理装置の一例として、電子レンジを説明す
る。
【００４３】
　［１］　第１の実施の形態
　（１－１）　電子レンジの構成および動作の概略
　図１は、第１の実施の形態に係る電子レンジの構成を示すブロック図である。図１に示
すように、本実施の形態に係る電子レンジ１は、マイクロ波発生装置１００および筐体５
０１を含む。筐体５０１内には、アンテナＡ１が設けられる。
【００４４】
　また、マイクロ波発生装置１００は、電圧供給部２００、マイクロ波発生部３００、マ
イクロ波増幅部４００、反射電力検出装置６００およびマイクロコンピュータ７００を備
える。マイクロ波発生装置１００は、電源プラグ１０を介して商用電源に接続される。
【００４５】
　マイクロ波発生装置１００において、電圧供給部２００は、商用電源から供給される交
流電圧を可変電圧および直流電圧に変換し、可変電圧をマイクロ波発生部３００に与え、
直流電圧をマイクロ波増幅部４００に与える。
【００４６】
　マイクロ波発生部３００は、電圧供給部２００から与えられる可変電圧に基づいてマイ
クロ波を発生する。マイクロ波増幅部４００は、電圧供給部２００から与えられる直流電
圧により動作し、マイクロ波発生部３００により発生されるマイクロ波を増幅する。電圧
供給部２００、マイクロ波発生部３００およびマイクロ波増幅部４００の構成および動作
の詳細は後述する。
【００４７】
　反射電力検出装置６００は、検波ダイオード、方向性結合器および終端器等を含み、マ
イクロ波増幅部４００により増幅されたマイクロ波を筐体５０１内に設けられたアンテナ
Ａ１に与える。これにより、筐体５０１内でアンテナＡ１からマイクロ波が放射される。
【００４８】
　このとき、アンテナＡ１から反射電力検出装置６００に反射電力が与えられる。反射電
力検出装置６００は、与えられた反射電力の大きさに対応する反射電力検出信号をマイク
ロコンピュータ７００に与える。
【００４９】
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　筐体５０１内には、対象物の温度を測定するための温度センサＴＳが設けられている。
温度センサＴＳによる対象物の温度測定値は、マイクロコンピュータ７００に与えられる
。
【００５０】
　マイクロコンピュータ７００は、電圧供給部２００およびマイクロ波発生部３００を制
御する。詳細は後述する。
【００５１】
　（１－２）　マイクロ波発生装置の構成の詳細
　図２は、図１の電子レンジ１を構成するマイクロ波発生装置１００の概略側面図であり
、図３は、図２のマイクロ波発生装置１００の回路構成を模式的に示した図である。
【００５２】
　図２および図３に基づき、マイクロ波発生装置１００の各構成部の詳細を説明する。な
お、図２および図３では、反射電力検出装置６００およびマイクロコンピュータ７００の
図示は省略する。
【００５３】
　図２の電圧供給部２００は、整流回路２０１（図３）および電圧制御装置２０２（図３
）を含む。電圧制御装置２０２は、トランス２０２ａおよび電圧制御回路２０２ｂを含む
。整流回路２０１および電圧制御装置２０２は、樹脂等の絶縁材料により封止された状態
で金属ケースＩＭ１（図２）内に収容されている。
【００５４】
　図２のマイクロ波発生部３００は、放熱フィン３０１および回路基板３０２を含む。回
路基板３０２には、図３のマイクロ波発生器３０３が形成されている。回路基板３０２は
、放熱フィン３０１上に設けられる。回路基板３０２およびマイクロ波発生器３０３は、
放熱フィン３０１上において、絶縁材料により封止された状態で金属ケースＩＭ２内に収
容されている。マイクロ波発生器３０３は、例えば、トランジスタ等の回路素子により構
成される。
【００５５】
　マイクロ波発生器３０３は、図１のマイクロコンピュータ７００に接続されている。こ
れにより、マイクロ波発生器３０３の動作は、マイクロコンピュータ７００により制御さ
れる。
【００５６】
　図２のマイクロ波増幅部４００は、放熱フィン４０１および回路基板４０２を含む。回
路基板４０２上には、図３の３個の増幅器４０３，４０４，４０５が形成されている。回
路基板４０２は、放熱フィン４０１上に設けられる。回路基板４０２および増幅器４０３
，４０４，４０５は、放熱フィン４０１上において、絶縁材料により封止された状態で金
属ケースＩＭ３内に収容されている。増幅器４０３，４０４，４０５は、ＧａＮ（窒化ガ
リウム）、ＳｉＣ（炭化ケイ素）等を用いたトランジスタ等の高耐熱性かつ高耐圧の半導
体素子により構成される。
【００５７】
　図３に示すように、マイクロ波発生器３０３の出力端子は、回路基板３０２に形成され
た線路Ｌ１、同軸ケーブルＣＣ１および回路基板４０２に形成された線路Ｌ２を介して増
幅器４０３の入力端子に接続されている。なお、同軸ケーブルＣＣ１と線路Ｌ２とは、絶
縁連結部ＭＣにおいて接続されている。
【００５８】
　増幅器４０３の出力端子は、回路基板４０２に形成された線路Ｌ３を介して電力分配器
４０６の入力端子に接続されている。電力分配器４０６は、増幅器４０３から線路Ｌ３を
介して入力された電力を２分配して出力する。
【００５９】
　電力分配器４０６の２つの出力端子は、回路基板４０２に形成された線路Ｌ４，Ｌ５を
介して増幅器４０４および増幅器４０５のそれぞれの入力端子に接続されている。
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【００６０】
　増幅器４０４および増幅器４０５のそれぞれの出力端子は、回路基板４０２に形成され
た線路Ｌ６，Ｌ８を介して電力合成器４０７の入力端子に接続されている。電力合成器４
０７は、入力されたそれぞれの電力を合成加算して出力する。電力合成器４０７の出力端
子は、回路基板４０２に形成された線路Ｌ７を介して同軸ケーブルＣＣ２の一端に接続さ
れている。同軸ケーブルＣＣ２の他端は、筐体５０１内に設けられたアンテナＡ１に接続
されている。なお、同軸ケーブルＣＣ２と線路Ｌ７とは、絶縁連結部ＭＣにおいて接続さ
れている。
【００６１】
　整流回路２０１の一対の入力端子およびトランス２０２ａの一次巻線には、商用電源Ｐ
Ｓから交流電圧ＶＣＣが与えられる。交流電圧ＶＣＣは、例えば、１００（Ｖ）である。
整流回路２０１の一対の出力端子には、高電位側の電源ラインＬＶ１および低電位側の電
源ラインＬＶ２が接続されている。
【００６２】
　整流回路２０１は、商用電源ＰＳから与えられる交流電圧ＶＣＣを整流し、直流電圧Ｖ

ＤＤを電源ラインＬＶ１，ＬＶ２間に印加する。直流電圧ＶＤＤは、例えば、１４０（Ｖ
）である。増幅器４０３，４０４，４０５の電源端子は電源ラインＬＶ１に接続され、増
幅器４０３，４０４，４０５の接地端子は電源ラインＬＶ２に接続されている。
【００６３】
　トランス２０２ａの二次巻線は、電圧制御回路２０２ｂの一対の入力端子に接続されて
いる。トランス２０２ａは交流電圧ＶＣＣを降圧する。電圧制御回路２０２ｂは、トラン
ス２０２ａにより降圧された交流電圧から任意に調整可能な可変電圧ＶＶＡをマイクロ波
発生器３０３に与える。可変電圧ＶＶＡは、例えば、０～１０（Ｖ）の間で調整可能な電
圧である。
【００６４】
　マイクロ波発生器３０３は、電圧制御回路２０２ｂから与えられる可変電圧ＶＶＡに基
づいてマイクロ波を発生する。マイクロ波発生器３０３により発生されたマイクロ波は、
線路Ｌ１、同軸ケーブルＣＣ１および線路Ｌ２を介して増幅器４０３に与えられる。
【００６５】
　増幅器４０３は、マイクロ波発生器３０３から与えられたマイクロ波の電力を増幅する
。増幅器４０３により増幅されたマイクロ波は、線路Ｌ３、電力分配器４０６、および線
路Ｌ４，Ｌ５を介して増幅器４０４，４０５に与えられる。
【００６６】
　増幅器４０４，４０５は、増幅器４０３から与えられたマイクロ波の電力を増幅する。
増幅器４０４および増幅器４０５により増幅されたマイクロ波は、それぞれ線路Ｌ６，Ｌ
８を介して電力合成器４０７に入力され、電力合成器４０７により電力加算されて出力さ
れ、線路Ｌ７および同軸ケーブルＣＣ２を介してアンテナＡ１に与えられる。増幅器４０
４，４０５からアンテナＡ１に与えられたマイクロ波は、筐体５０１内へ放射される。
【００６７】
　（１－３）　マイクロコンピュータの制御手順
　図４および図５は、図１のマイクロコンピュータ７００の制御手順を示すフローチャー
トである。
【００６８】
　図１のマイクロコンピュータ７００は、使用者の操作により対象物の加熱が指令される
ことにより以下に示すマイクロ波処理を行う。
【００６９】
　図４に示すように、マイクロコンピュータ７００は、初めに自己に内蔵されたタイマに
よる計測動作を開始させる（ステップＳ１１）。そして、図１のマイクロ波発生部３００
を制御することにより、予め定められた第１の出力電力を電子レンジ１の出力電力として
設定する（ステップＳ１２）。この第１の出力電力は、後述の第２の出力電力よりも小さ
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い。第１の出力電力の決定方法については後述する。
【００７０】
　次に、マイクロコンピュータ７００は、マイクロ波発生部３００により発生されるマイ
クロ波の周波数を電子レンジ１で用いられる２４００ＭＨｚ～２５００ＭＨｚの全周波数
帯域にかけてスイープ（掃引）するとともに、図１の反射電力検出装置６００により検出
される反射電力と周波数との関係を記憶する（ステップＳ１３）。この周波数帯域はＩＳ
Ｍ（Industrial Scientific and Medical）バンドと呼ばれている。
【００７１】
　なお、マイクロコンピュータ７００は、マイクロ波の周波数のスイープ時に全周波数帯
域における反射電力と周波数との関係を記憶する代わりに、反射電力が極小値を示すとき
の反射電力と周波数との関係のみを記憶してもよい。この場合、マイクロコンピュータ７
００内の記憶装置の使用領域を削減することができる。
【００７２】
　続いて、マイクロコンピュータ７００は、ＩＳＭバンドから特定の周波数を抽出する周
波数抽出処理を行う（ステップＳ１４）。
【００７３】
　この周波数抽出処理では、例えば、記憶した反射電力から特定の反射電力（例えば、最
小値）を識別し、その反射電力が得られたときの周波数を本加熱周波数として抽出する。
この具体例については後述する。
【００７４】
　なお、反射電力が極小値を示すときの反射電力と周波数との関係のみをマイクロコンピ
ュータ７００が複数組記憶する場合には、記憶された複数の周波数の中から特定の周波数
が本加熱周波数として抽出される。
【００７５】
　次に、マイクロコンピュータ７００は、予め定められた第２の出力電力を電子レンジ１
の出力電力として設定する（ステップＳ１５）。
【００７６】
　この第２の出力電力は、図１の筐体５０１内に配置された対象物を加熱するための電力
であり、電子レンジ１の最大出力電力（定格出力電力）に相当する。例えば、電子レンジ
１の定格出力電力が９５０Ｗである場合、第２の出力電力は９５０Ｗとして予め定められ
る。
【００７７】
　そして、マイクロコンピュータ７００は、第２の出力電力で本加熱周波数のマイクロ波
をアンテナＡ１から筐体５０１内に放射させる（ステップＳ１６）。これにより、筐体５
０１内に配置された対象物が加熱される（本加熱）。
【００７８】
　その後、マイクロコンピュータ７００は、図１の温度センサＴＳにより検出される対象
物の温度が目標温度（例えば、７０℃）に達したか否かを判別する（ステップＳ１７）。
なお、目標温度は、予め固定的に設定されていてもよいし、使用者により手動で任意に設
定されてもよい。
【００７９】
　対象物の温度が目標温度に達していない場合、マイクロコンピュータ７００は、反射電
力検出装置６００により検出される反射電力が予め定められたしきい値を超えたか否かを
判別する（ステップＳ１８）。しきい値の決定方法については後述する。
【００８０】
　反射電力が予め定められたしきい値を超えない場合、マイクロコンピュータ７００は、
タイマによる計測値に基づいて、ステップＳ１１におけるタイマの計測動作開始時から所
定時間（例えば、１０ｓｅｃ）が経過したか否かを判別する（ステップＳ１９）。
【００８１】
　所定時間が経過していない場合、マイクロコンピュータ７００は、第２の出力電力で本
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加熱周波数のマイクロ波を放射した状態を維持しつつ、ステップＳ１７～Ｓ１９の動作を
繰り返す。
【００８２】
　ステップＳ１７において、対象物の温度が目標温度に達した場合、マイクロコンピュー
タ７００は、マイクロ波処理を終了する。
【００８３】
　また、ステップＳ１８において、反射電力が予め定められたしきい値を超えた場合、マ
イクロコンピュータ７００は、ステップＳ１１の動作に戻る。
【００８４】
　ステップＳ１９において、所定時間が経過した場合、マイクロコンピュータ７００は、
図５に示すようにタイマをリセットするとともに、再度タイマの計測動作を開始させる（
ステップＳ２０）。
【００８５】
　そして、マイクロコンピュータ７００は、ステップＳ１２と同様に、第１の出力電力を
電子レンジ１の出力電力として設定する（ステップＳ２１）。
【００８６】
　続いて、マイクロコンピュータ７００は、ステップＳ１６において抽出した本加熱周波
数を基準周波数として設定し、その基準周波数を含む一定範囲の周波数帯域（例えば、基
準周波数から±５ＭＨｚの範囲内の周波数帯域）で、マイクロ波の周波数を部分的にスイ
ープするとともに、反射電力検出装置６００により検出される反射電力と周波数との関係
を記憶する（ステップＳ２２）。
【００８７】
　なお、ここでも、マイクロコンピュータ７００は、マイクロ波の周波数のスイープ時に
上記の部分的な周波数帯域における反射電力と周波数との関係を記憶する代わりに、反射
電力が極小値を示すときの反射電力と周波数との関係のみを記憶してもよい。この場合、
マイクロコンピュータ７００内の記憶装置の使用領域を削減することができる。
【００８８】
　ステップＳ２２でスイープの対象となる周波数帯域は、ステップＳ１３でスイープの対
象となる周波数帯域、すなわちＩＳＭバンドよりも狭い。したがって、ステップＳ２２の
スイープに必要な時間は、ステップＳ１３のスイープに必要な時間に比べて短縮される。
【００８９】
　次に、マイクロコンピュータ７００は、ステップＳ２２でスイープの対象となる周波数
帯域の中から特定の周波数を再度抽出する周波数再抽出処理を行う（ステップＳ２３）。
この周波数再抽出処理は、ステップＳ１４の周波数抽出処理と同様の処理である。
【００９０】
　さらに、マイクロコンピュータ７００は、上述の第２の出力電力を電子レンジ１の出力
電力として設定する（ステップＳ２４）。
【００９１】
　そして、マイクロコンピュータ７００は、第２の出力電力で新たに抽出された本加熱周
波数のマイクロ波をアンテナＡ１から筐体５０１内に放射させる（ステップＳ２５）。
【００９２】
　その後、マイクロコンピュータ７００は、上記ステップＳ１７～Ｓ１９と同様にステッ
プＳ２６～Ｓ２８の動作を行う。なお、ステップＳ２７において、反射電力が予め定めら
れたしきい値を超えた場合、マイクロコンピュータ７００は、図４のステップＳ１１の動
作に戻る。また、ステップＳ２８において、所定時間が経過した場合、マイクロコンピュ
ータ７００は、ステップＳ２０の動作に戻る。
【００９３】
　（１－４）　第１の出力電力の決定方法
　上述のように、図１の電子レンジ１においては、第２の出力電力で対象物が加熱される
前に、第１の出力電力でマイクロ波の周波数のスイープが行われ、周波数抽出処理が行わ
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れる。これは以下の理由による。
【００９４】
　マイクロ波の放射により発生する反射電力は、マイクロ波の周波数に応じて変化する。
ここで、反射電力により図３のマイクロ波発生部３００およびマイクロ波増幅部４００を
構成する回路素子が発熱した場合、図２の放熱フィン３０１，４０１により放熱が行われ
るが、反射電力が放熱フィン３０１，４０１の放熱能力を超えて大きくなると、放熱フィ
ン３０１，４０１上に設けられた回路素子が発熱し、破損するおそれがある。
【００９５】
　そこで、本実施の形態では、反射電力が放熱フィン３０１，４０１の放熱能力を超えな
いように、第１の出力電力を決定する。
【００９６】
　第１の出力電力の決定方法の一例を説明する。例えば、電子レンジ１の定格出力電力が
９５０Ｗであり、かつ電力変換効率が６５％である場合を想定する。
【００９７】
　この場合、電子レンジ１の出力電力を９５０Ｗに設定するためには、１４６０Ｗの入力
電力を電子レンジ１に供給する必要がある。
【００９８】
　このとき、電子レンジ１では、１４６０Ｗの３５％である５１０Ｗのエネルギー損失が
生じる。そこで、本例では、このときのエネルギー損失を、放熱フィン３０１，４０１の
放熱能力とみなし、５１０Ｗの入力電力を電子レンジ１に供給する場合の出力電力を算出
する。
【００９９】
　この場合、入力電力５１０Ｗの６５％である３３０Ｗが電子レンジ１の出力電力となる
。このようにして得られる３３０Ｗの出力電力を第１の出力電力として決定する。
【０１００】
　これにより、電子レンジ１に入力される５１０Ｗが全て熱エネルギーとして放熱フィン
３０１，４０１に与えられる場合でも、その熱エネルギーは全て放熱フィン３０１，４０
１から放熱される。それにより、放熱フィン３０１，４０１上に設けられた回路素子が発
熱し、破損することが防止される。
【０１０１】
　なお、上記の例では、第１の出力電力は３３０Ｗ以下に決定すればよく、３３０Ｗの約
１／３の１００Ｗに設定してもよいし、３３０Ｗの約１／６の５０Ｗに設定してもよい。
【０１０２】
　また、上記では、電子レンジ１の定格出力電力が９５０Ｗであり、かつ電力変換効率が
６５％である場合の放熱フィン３０１，４０１の放熱能力を５１０Ｗとみなしているが、
実際には放熱フィン３０１，４０１の放熱能力は５１０Ｗよりも十分大きい。
【０１０３】
　（１－５）　周波数抽出処理および周波数再抽出処理
　（１－５－ａ）
　本実施の形態に係る電子レンジ１においては、対象物の本加熱前に、マイクロ波の周波
数のスイープおよび周波数抽出処理が行われる（図４のステップＳ１３，Ｓ１４参照）。
【０１０４】
　図６は、マイクロ波の周波数のスイープおよび周波数抽出処理の具体例を説明するため
の図である。
【０１０５】
　図６（ａ）に、マイクロ波の周波数をスイープするときの反射電力の変化がグラフによ
り示されている。図６（ａ）においては、縦軸が反射電力を示し、横軸がマイクロ波の周
波数を示す。
【０１０６】
　上述のように、本実施の形態の電子レンジ１においては、対象物の本加熱前にＩＳＭバ
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ンドの全周波数帯域に渡ってマイクロ波の周波数がスイープされる（矢印ＳＷ１参照）。
マイクロコンピュータ７００は、反射電力と周波数との関係を記憶する。
【０１０７】
　マイクロコンピュータ７００は、周波数抽出処理により例えば反射電力が最小となると
きの周波数ｆ１を本加熱周波数として抽出する。
【０１０８】
　それにより、第２の出力電力で本加熱周波数ｆ１のマイクロ波がアンテナＡ１から筐体
５０１内の対象物に放射される。その結果、反射電力を低減しつつ、対象物の加熱を行う
ことができる。
【０１０９】
　なお、スイープは、例えば０．１ＭＨｚ当り１ｍｓｅｃで行われる。この場合、ＩＳＭ
バンドの全周波数帯域に渡る上記のスイープでは１ｓｅｃの時間を要する。
【０１１０】
　（１－５－ｂ）
　周波数に依存する反射電力の変化（以下、反射電力の周波数特性と呼ぶ）は、筐体５０
１内における対象物の位置、大きさ、組成および温度等に応じて変化する。したがって、
電子レンジ１により対象物が加熱され、対象物の温度が上昇すると、反射電力の周波数特
性も変化する。
【０１１１】
　図６（ｂ）に、対象物が加熱されることによる反射電力の周波数特性の変化がグラフに
より示されている。図６（ｂ）においては、縦軸が反射電力を示し、横軸がマイクロ波の
周波数を示す。また、本加熱前のスイープ時における反射電力の周波数特性を実線で示し
、本加熱により対象物が加熱されているときの反射電力の周波数特性を破線で示す。
【０１１２】
　反射電力の周波数特性が変化することにより、反射電力が最小および極小となるときの
周波数が変化する。図６（ｂ）では、対象物が加熱されたときに、反射電力が最小となる
周波数が符号ｇ１で示されている。
【０１１３】
　このように、反射電力の周波数特性は、対象物の温度にも依存して変化する。したがっ
て、本実施の形態に係る電子レンジ１においては、対象物の本加熱が行われる際、所定時
間が経過するごとにマイクロ波の周波数のスイープおよび周波数再抽出処理が行われる（
図５のステップＳ２２，Ｓ２３参照）。
【０１１４】
　ただし、このときのスイープは、直前の本加熱時に設定されていた周波数ｆ１を基準周
波数として、その基準周波数から±５ＭＨｚの範囲内の周波数帯域で行う（矢印ＳＷ２参
照）。これにより、新たに反射電力が最小となる周波数ｇ１が、新たな本加熱周波数とし
て再抽出される。
【０１１５】
　マイクロ波の周波数のスイープを、直前に設定されていた本加熱周波数を含む一定範囲
の部分的な周波数帯域で行うことにより、スイープに必要な時間が短縮される。例えば、
スイープが０．１ＭＨｚ当り１ｍｓｅｃで行われるとき、基準周波数から±５ＭＨｚの範
囲内の周波数帯域でのスイープに必要な時間は０．１ｓｅｃである。
【０１１６】
　なお、本実施の形態では、部分的な周波数帯域での周波数のスイープおよび周波数再抽
出処理が所定の時間間隔で行われるとしているが、この時間間隔は、反射電力の周波数特
性が対象物の加熱により大きく変化しないように、例えば１０ｓｅｃに設定することが好
ましい。
【０１１７】
　（１－６）　反射電力のしきい値
　本実施の形態に係る電子レンジ１においては、対象物の本加熱時に、反射電力が予め定
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められたしきい値を超えたか否かが判別される（図４のステップＳ１８および図５のステ
ップＳ２７参照）。
【０１１８】
　ここで、しきい値は、例えば周波数抽出処理時に検出された反射電力の最小値に５０Ｗ
を加算した値に定められる。それにより、反射電力が本加熱開始時の値から５０Ｗを超え
て大きくなると、マイクロコンピュータ７００はＩＳＭバンドの全周波数帯域に亘ってマ
イクロ波の周波数をスイープし、周波数抽出処理を行う。
【０１１９】
　これにより、対象物の本加熱中に反射電力が著しく大きくなることが防止される。また
、対象物が加熱されることにより、反射電力の周波数特性が大きく変化する場合でも、Ｉ
ＳＭバンドの全周波数帯域に亘ってマイクロ波の周波数がスイープされ、周波数抽出処理
が行われるので、常に反射電力を低減することが可能となる。
【０１２０】
　（１－７）　周波数抽出処理の他の例
　周波数抽出処理は以下のように行ってもよい。図６（ａ）に示されるように、例えば反
射電力の周波数特性は、複数の極小値を有する場合がある。このとき、マイクロコンピュ
ータ７００は、複数の極小値にそれぞれ対応する周波数ｆ１，ｆ２，ｆ３を本加熱周波数
として抽出してもよい。
【０１２１】
　この場合、マイクロコンピュータ７００は、本加熱周波数ｆ１，ｆ２，ｆ３を順に切り
替えてもよい。例えば、マイクロコンピュータ７００は、対象物の本加熱開始から３ｓｅ
ｃごとに、本加熱周波数ｆ１，ｆ２，ｆ３を順に切り替える。
【０１２２】
　このように、複数の極小値に対応する複数の周波数で、本加熱を行うことにより、スイ
ープ時に同じレベルの極小値が複数存在する場合でも、各極小値の周波数のマイクロ波で
対象物の本加熱を行うことができる。
【０１２３】
　（１－８）　効果
　本実施の形態に係る電子レンジ１においては、対象物を本加熱する前に、対象物の加熱
時に発生する反射電力が最小となるマイクロ波の周波数が、周波数抽出処理により抽出さ
れる。抽出された周波数が本加熱周波数として用いられることにより、電子レンジ１の電
力変換効率が向上する。
【０１２４】
　また、周波数抽出処理には、電子レンジ１の出力電力が本加熱時よりも十分に小さい第
１の出力電力に設定される。これにより、マイクロ波の周波数のスイープ時に、反射電力
によりマイクロ波発生部３００およびマイクロ波増幅部４００を構成する回路素子が発熱
する場合でも、放熱フィン３０１，４０１により十分に放熱が行われる。
【０１２５】
　その結果、放熱フィン３０１，４０１上に設けられる回路素子の反射電力による破損が
確実に防止される。
【０１２６】
　（１－９）　変形例
　第１の実施の形態において、第２の出力電力は電子レンジ１の最大出力電力であるとし
ているが、第２の出力電力は使用者により手動で任意に設定されてもよい。
【０１２７】
　また、本実施の形態では、マイクロコンピュータ７００が、マイクロ波処理の終了を図
１の温度センサＴＳにより測定された対象物の温度測定値に基づいて判別するが、マイク
ロ波処理は、使用者により手動で設定された終了時間に基づいて終了してもよい。
【０１２８】
　［２］　第２の実施の形態
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　第２の実施の形態に係る電子レンジは、以下の点で第１の実施の形態に係る電子レンジ
１と異なる。
【０１２９】
　（２－１）　電子レンジの構成および動作の概略
　図７は、第２の実施の形態に係る電子レンジの構成を示すブロック図である。図７に示
すように、第２の実施の形態に係る電子レンジ１は、マイクロ波発生装置１００の構成お
よび筐体５０１内に設けられるアンテナＡ１，Ａ２の数が第１の実施の形態に係る電子レ
ンジ１（図１）と異なる。
【０１３０】
　本実施の形態に係る電子レンジ１において、マイクロ波発生装置１００は、電圧供給部
２００、２個のマイクロ波発生部３００，３１０、２個のマイクロ波増幅部４００，４１
０、２個の反射電力検出装置６００，６１０およびマイクロコンピュータ７００を備える
。
【０１３１】
　ここで、マイクロ波発生部３１０、マイクロ波増幅部４１０および反射電力検出装置６
１０の構成は、第１の実施の形態で説明したマイクロ波発生部３００、マイクロ波増幅部
４００および反射電力検出装置６００と同じである。
【０１３２】
　マイクロ波発生装置１００は、電源プラグ１０を介して商用電源に接続される。マイク
ロ波発生装置１００において、電圧供給部２００は、商用電源から供給される交流電圧を
可変電圧および直流電圧に変換し、可変電圧をマイクロ波発生部３００，３１０に与え、
直流電圧をマイクロ波増幅部４００，４１０に与える。
【０１３３】
　マイクロ波発生部３００，３１０は、電圧供給部２００から与えられる可変電圧に基づ
いてマイクロ波を発生する。マイクロ波増幅部４００，４１０は、電圧供給部２００から
与えられる直流電圧により動作し、マイクロ波発生部３００，３１０により発生されるマ
イクロ波を増幅する。
【０１３４】
　反射電力検出装置６００，６１０は、検波ダイオード、方向性結合器および終端器等を
含み、マイクロ波増幅部４００，４１０により増幅されたマイクロ波を筐体５０１内に設
けられたアンテナＡ１，Ａ２に与える。これにより、筐体５０１内でアンテナＡ１，Ａ２
からマイクロ波が放射される。
【０１３５】
　このとき、アンテナＡ１，Ａ２から反射電力検出装置６００，６１０に反射電力が与え
られる。反射電力検出装置６００，６１０は、与えられた反射電力の大きさに対応する反
射電力検出信号をマイクロコンピュータ７００に与える。
【０１３６】
　第１の実施の形態と同様に、筐体５０１内には、対象物の温度を測定するための温度セ
ンサＴＳが設けられている。温度センサＴＳによる対象物の温度測定値は、マイクロコン
ピュータ７００に与えられる。
【０１３７】
　マイクロコンピュータ７００は、電圧供給部２００を制御する。また、マイクロコンピ
ュータ７００は、マイクロ波発生部３００，３１０を個別に制御する。
【０１３８】
　本実施の形態においても、マイクロコンピュータ７００は、図４および図５のフローチ
ャートと同様のマイクロ波処理を行うが、周波数抽出処理が第１の実施の形態と異なる。
第２の実施の形態において、マイクロコンピュータ７００が行う周波数抽出処理を説明す
る。
【０１３９】
　（２－２）　周波数抽出処理
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　図８は、第２の実施の形態に係る電子レンジ１においてマイクロコンピュータ７００が
行う周波数抽出処理の具体例を説明するための図である。図８に、マイクロ波の周波数を
スイープするときの反射電力の変化がグラフにより示されている。図８においては、縦軸
が反射電力を示し、横軸がマイクロ波の周波数を示す。
【０１４０】
　本実施の形態に係る電子レンジ１においては、２個のアンテナＡ１，Ａ２からマイクロ
波が放射される。そこで、以下の説明ではアンテナＡ１側の反射電力を第１の反射電力と
称し、アンテナＡ２側の反射電力を第２の反射電力と称する。
【０１４１】
　図８では、第１の反射電力の周波数特性が実線で示され、第２の反射電力の周波数特性
が点線で示されている。
【０１４２】
　第１の実施の形態と同様に、対象物の本加熱前に、アンテナＡ１，Ａ２の各々から放射
されるマイクロ波の周波数が個別にスイープされる。これにより、マイクロコンピュータ
７００は、第１の反射電力が極小値を示すときの第１の反射電力と周波数との関係、およ
び第２の反射電力が極小値を示すときの第２の反射電力と周波数との関係を記憶する。
【０１４３】
　なお、マイクロコンピュータ７００は、マイクロ波の周波数のスイープ時に全周波数帯
域における第１および第２の反射電力と周波数との関係を記憶してもよい。
【０１４４】
　マイクロコンピュータ７００は、周波数抽出処理により、例えば第１の反射電力が最小
となるときの周波数ｆ１、および第２の反射電力が最小となるときの周波数ｈ１を、それ
ぞれ第１の本加熱周波数および第２の本加熱周波数として抽出する。
【０１４５】
　それにより、マイクロコンピュータ７００は、マイクロ波発生部３００を制御すること
により、対象物を本加熱するための第２の出力電力で本加熱周波数ｆ１のマイクロ波をア
ンテナＡ１から放射させる。
【０１４６】
　また、マイクロコンピュータ７００は、マイクロ波発生部３１０を制御することにより
、第２の出力電力で本加熱周波数ｈ１のマイクロ波をアンテナＡ２から放射させる。
【０１４７】
　複数のアンテナＡ１，Ａ２によりマイクロ波の放射が行われる場合、各アンテナＡ１，
Ａ２における第１および第２の反射電力が一致するとは限らない。上記のように、複数の
アンテナＡ１，Ａ２から放射されるマイクロ波の周波数を個別に設定することにより、電
子レンジ１が複数のアンテナＡ１，Ａ２を有する場合でも、電力変換効率が十分に向上さ
れる。
【０１４８】
　なお、マイクロコンピュータ７００は、周波数再抽出処理についても同様の処理を行う
。
【０１４９】
　（２－３）　周波数抽出処理の他の例
　（２－３－ａ）
　第２の実施の形態において、周波数抽出処理は以下のように行ってもよい。図８に示さ
れるように、第１および第２の反射電力の周波数特性は、それぞれ複数の極小値を有する
場合がある。
【０１５０】
　このとき、マイクロコンピュータ７００は、例えば、第１の反射電力について複数の極
小値にそれぞれ対応する周波数ｆ１，ｆ２，ｆ３を本加熱周波数として抽出し、第２の反
射電力について複数の極小値にそれぞれ対応する周波数ｈ１，ｈ２，ｈ３を本加熱周波数
として抽出してもよい。
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【０１５１】
　この場合、マイクロコンピュータ７００は、アンテナＡ１から放射されるマイクロ波の
本加熱周波数ｆ１，ｆ２，ｆ３を順に切り替え、アンテナＡ２から放射されるマイクロ波
の本加熱周波数ｈ１，ｈ２，ｈ３を順に切り替えてもよい。
【０１５２】
　このように、複数の極小値に対応する複数の周波数で、本加熱を行うことにより、スイ
ープ時に同じレベルの極小値が複数存在する場合でも、各極小値の周波数のマイクロ波で
対象物の本加熱を行うことができる。
【０１５３】
　（２－３－ｂ）
　上記に限らず、マイクロコンピュータ７００は、第１および第２の反射電力の複数の極
小値にそれぞれ対応する周波数ｆ１，ｆ２，ｆ３，ｈ１，ｈ２，ｈ３に関して、互いに近
接する１組の周波数ｆ１，ｈ１、互いに近接する１組の周波数ｆ２，ｈ２、互いに近接す
る１組の周波数ｆ３，ｈ３のうち、各組でそれぞれより小さい反射電力に対応する周波数
ｆ１，ｆ２，ｆ３を本加熱周波数として抽出してもよい。
【０１５４】
　この場合、マイクロコンピュータ７００は、アンテナＡ１，Ａ２から放射されるマイク
ロ波を共通の周波数ｆ１，ｆ２，ｆ３に制御する。
【０１５５】
　なお、マイクロ波を共通の周波数に制御する場合には、２個のマイクロ波発生部３００
，３１０に代えて、アンテナＡ１，Ａ２に共通の１個のマイクロ波発生部をマイクロ波発
生装置１００に設けることができる。これにより、構成が簡単になり、小型化が実現され
る。
【０１５６】
　また、２個のマイクロ波増幅部４００，４１０に代えて、アンテナＡ１，Ａ２に共通の
１個のマイクロ波増幅部をマイクロ波発生装置１００に設けることができる。これにより
、構成が簡単になり、小型化が実現される。
【０１５７】
　（２－３－ｃ）
　マイクロコンピュータ７００は、第１および第２の反射電力の複数の極小値にそれぞれ
対応する周波数ｆ１，ｆ２，ｆ３，ｈ１，ｈ２，ｈ３に関して、互いに近接する周波数ｆ
１，ｈ１の平均の周波数、互いに近接する周波数ｆ２，ｈ２の平均の周波数、互いに近接
する周波数ｆ３，ｈ３の平均の周波数を本加熱周波数として抽出してもよい。
【０１５８】
　［３］　請求項の各構成要素と実施の形態の各部との対応
　以下、請求項の各構成要素と実施の形態の各部との対応の例について説明するが、本発
明は下記の例に限定されない。
【０１５９】
　第１および第２の実施の形態においては、電子レンジ１およびマイクロ波発生装置１０
０がマイクロ波処理装置に相当し、マイクロ波発生部３００，３１０およびマイクロ波増
幅部４００，４１０がマイクロ波発生手段に相当し、アンテナＡ１，Ａ２が放射部に相当
し、反射電力検出装置６００，６１０が検出手段に相当し、マイクロコンピュータ７００
が制御手段に相当し、放熱フィン３０１，４０１が放熱手段に相当し、周波数再抽出処理
が周波数更新処理に相当する。
【産業上の利用可能性】
【０１６０】
　本発明は、電子レンジ、プラズマ発生装置、乾燥装置、および酵素反応を促進する装置
等、反射電力が発生する処理装置に利用できる。
【図面の簡単な説明】
【０１６１】
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【図１】第１の実施の形態に係る電子レンジの構成を示すブロック図
【図２】図１の電子レンジを構成するマイクロ波発生装置の概略側面図
【図３】図２のマイクロ波発生装置の回路構成を模式的に示した図
【図４】図１のマイクロコンピュータの制御手順を示すフローチャート
【図５】図１のマイクロコンピュータの制御手順を示すフローチャート
【図６】マイクロ波の周波数のスイープおよび周波数抽出処理の具体例を説明するための
図
【図７】第２の実施の形態に係る電子レンジの構成を示すブロック図
【図８】第２の実施の形態に係る電子レンジにおいてマイクロコンピュータが行う周波数
抽出処理の具体例を説明するための図
【符号の説明】
【０１６２】
　１　電子レンジ
　１００　マイクロ波発生装置
　３００，３１０　マイクロ波発生部
　３０１，４０１　放熱フィン
　４００，４１０　マイクロ波増幅部
　６００，６１０　反射電力検出装置
　７００　マイクロコンピュータ
　Ａ１，Ａ２　アンテナ

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】
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